
地方公営企業繰出基準について 

(出典：平成２２年度の地方公営企業繰出金について(総財公第４４号平成２２年４月２３日総務副大臣通知)) 

 

項  目 繰 出 し の 基 準 

中期計画期間
中の交付予定

項目 
市立

病院

京北

病院

病院の建設改良に要す

る経費 
病院の建設改良費及び企業債元利償還金等の２分

の１ 

※ 平成 14 年度までに着手した事業に係る企業債

元利償還金等については３分の２ 

○ ○ 

へき地医療の確保に要

する経費 

へき地診療所等への応援医師や訪問看護等の実施

に係る収支差額 など 

 ○ 

不採算地区病院の運営

に要する経費 
直近の国勢調査における人口集中地区以外の地域

に所在する病院等の運営に係る収支差額 

 ○ 

結核医療に要する経費 結核医療の実施に係る収支差額   

精神医療に要する経費 精神医療の実施に係る収支差額   

感染症医療に要する経

費 

感染症医療の実施に係る収支差額 ○  

リハビリテーション医

療に要する経費 
リハビリテーション医療の実施に係る収支差額 ○ ○ 

周産期医療に要する経

費 
周産期医療の実施に係る収支差額 ○  

小児医療に要する経費 小児医療（小児救急医療を除く。）の実施に係る収

支差額 
○  

救急医療の確保に要す

る経費 
ア 救急告示病院等における医師等の待機及び空床

の確保等救急医療の確保に必要な経費 

イ 災害拠点病院等が災害時における救急医療のた

めに行う施設の整備に要する経費 

ウ 災害拠点病院が災害時における救急医療のため

に行う診療用具，診療材料及び薬品等の備蓄に要

する経費 

○ ○ 

高度医療に要する経費 不採算であっても，公立病院として行わなければ

ならない高度医療の実施に係る収支差額 
○  

公立病院附属看護師養

成所の運営に要する経

費 

公立病院附属看護師養成所における看護師の養成

に係る収支差額 

○  
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院内保育所の運営に要

する経費 
病院内保育所の運営に係る収支差額 ○  

公立病院附属診療所の

運営に要する経費 
公立病院附属診療所の運営に係る収支差額   

保健衛生行政事務に要

する経費 
集団検診，医療相談等の，本市保健衛生施策とし

て行う事務に係る収支差額 

○  

   

経営基盤強化対策に要する経費   
 医師及び看護師等の

研究研修に要する経

費 

医師及び看護師等の研究研修に要する経費の２分

の１ 
○ ○ 

病院事業の経営研修

に要する経費 
病院事業の経営研修に要する経費の２分の１ ○ ○ 

保健・医療・福祉の

共同研修等に要する

経費 

病院が中心となって行う保健･福祉等一般行政部

門との共同研修･共同研究に要する経費の２分の１ 

○ ○ 

病院事業会計に係る

共済追加費用の負担

に要する経費 

当該年度の４月１日現在の職員数が地方公務員等

共済組合法の長期給付等に関する施行法の施行の日

における職員数に比して著しく増加している病院事

業会計に係る共済追加費用の負担額の一部 

  

公立病院改革プラン

に要する経費 
① 改革プランの実施状況の点検，評価及び公表に

要する経費 

② 公立病院の再編等の実施に伴い必要となる施設

の除却等に係る収支差額 

③ 病院の再編・ネットワーク化に伴う新たな経営

主体の設立等により，経営基盤を強化し，健全な

経営を確保することに対する出資に要する経費 

④ 公立病院等の再編等を行うことに伴い，新たに

必要となる建設改良に対する出資に要する経費  

⑤ 公立病院特例債に係る元利償還金 

  

医師確保対策に要す

る経費 
国家公務員である病院等勤務医師について講じら

れる措置を踏まえて行う，公立病院に勤務する医師

の勤務環境の改善の実施に係る収支差額 

  

地方公営企業職員に係

る基礎年金拠出金に係

る公的負担に要する経

費 

ア 繰出しの対象となる事業は，地方公営企業法の

全部又は一部を適用している事業で，前々年度に

おける経常収支が赤字であるもの 

イ 繰出しの基準額は，上記事業の職員に係る基礎

年金拠出金に係る公的負担額（上記赤字額が限度） 

  



 


